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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成20年度
第３四半期
連結累計期間

平成21年度
第３四半期
連結累計期間

平成20年度
第３四半期
連結会計期間

平成21年度
第３四半期
連結会計期間

平成20年度

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
10月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

経常収益 百万円 34,433 32,549 10,822 10,581 45,921

　うち信託報酬 百万円 2 1 0 ― 4

経常利益
(△は経常損失)

百万円 2,666 5,879 681 2,283 △926

四半期純利益 百万円 1,245 3,333 357 1,170 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 63

純資産額 百万円 ― ― 90,654 93,013 86,039

総資産額 百万円 ― ― 1,954,8852,009,0931,961,187

１株当たり純資産額 円 ― ― 517.22 530.51 490.03

１株当たり四半期純利益
金額

円 7.28 19.51 2.08 6.85 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 0.37

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益
金額

円 ― ― ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 4.52 4.51 4.27

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 1,435 59,584 ― ― △28,884

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 12,700 △47,568 ― ― 35,790

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △1,155 △1,043 ― ― △1,162

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 60,188 63,923 52,953

従業員数 人 ― ― 1,607 1,610 1,595

信託財産額 百万円 ― ― 792 690 796

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸
表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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４　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当する
ため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の「２　その他」中、「(1) 第３
四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の「①　損益計算書」に
もとづいて掲出しております。
　　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③　１株当たり四半期純損益金額等」に
記載しております。
５　自己資本比率は、(期末純資産の部合計－期末少数株主持分)を期末資産の部の合計で除して算出しております。
６　信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載しておりま
す。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は提出会社１社です。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
1,610
[　442]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員501人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

３　臨時従業員数は、銀行業の所定労働時間に換算し算出しております。

 

(2) 当行の従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
1,443
[　389]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員443人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

３　臨時従業員数は、当行の所定労働時間に換算し算出しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しており

ません。

 

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連結子会

社)が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間の我が国経済は、景気悪化に底打ちの兆しが見えはじめているものの、雇用・所得

環境には強い停滞感が見られていることや、為替相場の変動が企業収益への影響を及ぼすなど、依然として厳し

い状況となりました。

 

このような経済情勢の中で、グループ役職員一同総力をあげて業績の一層の進展と経営の効率化に努めてま

いりました結果、当第３四半期連結会計期間末の当行グループの財政状態については、総資産は前連結会計年度

末比479億円増加して２兆90億円となり、純資産は前連結会計年度末比69億円増加して930億円となりました。ま

た、主要勘定残高としては、預金は前連結会計年度末比229億円増加して１兆7,897億円、貸出金は前連結会計年

度末比160億円減少して１兆2,165億円、有価証券は前連結会計年度末比704億円増加して5,509億円となりまし

た。

 

損益状況につきましては、当第３四半期連結会計期間（10月～12月までの３ヵ月間）の経常収益は、前年同期

に比較して資金運用利回りが低下したこと等から、前第３四半期連結会計期間比２億41百万円減少の105億81百

万円となりましたが、資金調達利回りの低下、経費の節減及び有価証券償却の減少等により、経常利益は前第３

四半期連結会計期間比16億２百万円増加の22億83百万円、四半期純利益で前第３四半期連結会計期間比８億13

百万円増加の11億70百万円となりました。

また、当第３四半期連結累計期間（４月～12月までの９ヵ月間）で見ますと、上記と同じ要因等により、経常

収益で前第３四半期連結累計期間比18億84百万円減少の325億49百万円、経常利益で前第３四半期連結累計期間

比32億13百万円増加の58億79百万円、四半期純利益で前第３四半期連結累計期間比20億88百万円増加の33億33

百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は、73億52百万円、役務取引等収支は９億83百万円、特定取引収

支は、１億11百万円、その他業務収支は５億65百万円となりました。

 
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 7,471 54 ― 7,525

当第３四半期連結会計期間 7,335 17 ― 7,352

　うち資金運用収益
前第３四半期連結会計期間 8,684 72 12 8,744

当第３四半期連結会計期間 8,154 23 5 8,172

　うち資金調達費用
前第３四半期連結会計期間 1,213 17 12 1,218

当第３四半期連結会計期間 819 6 5 819

信託報酬
前第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 951 42 ― 993

当第３四半期連結会計期間 964 18 ― 983

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 1,618 49 ― 1,667

当第３四半期連結会計期間 1,614 25 ― 1,640

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 667 7 ― 674

当第３四半期連結会計期間 650 6 ― 656

特定取引収支
前第３四半期連結会計期間 205 ― ― 205

当第３四半期連結会計期間 111 ― ― 111

　うち特定取引収益
前第３四半期連結会計期間 205 ― ― 205

当第３四半期連結会計期間 111 ― ― 111

　うち特定取引費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 △500 92 ― △408

当第３四半期連結会計期間 424 141 ― 565

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 1 92 ― 93

当第３四半期連結会計期間 424 141 ― 565

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 502 ― ― 502

当第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0

(注) １　「国内業務部門」は、当行の円建取引並びに連結子会社の取引、「国際業務部門」は、当行の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２　資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結会計期間０百万円、当第３四半期連結会計期間０百万

円）を控除して表示しております。

３　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門との間における、資金貸借の利息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は、国内業務部門で16億14百万円、国際業務部門で25百万円、

合計で16億40百万円となりました。その主なものは為替業務の７億19百万円であります。

役務取引等費用は６億56百万円となりました。

 
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 1,618 49 ― 1,667

当第３四半期連結会計期間 1,614 25 ― 1,640

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期間 289 ― ― 289

当第３四半期連結会計期間 298 ― ― 298

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 747 48 ― 796

当第３四半期連結会計期間 694 24 ― 719

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0

当第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 46 ― ― 46

当第３四半期連結会計期間 48 ― ― 48

　うち保護預り貸金
庫業務

前第３四半期連結会計期間 31 ― ― 31

当第３四半期連結会計期間 30 ― ― 30

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 135 0 ― 136

当第３四半期連結会計期間 139 0 ― 140

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 667 7 ― 674

当第３四半期連結会計期間 650 6 ― 656

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 187 7 ― 194

当第３四半期連結会計期間 174 6 ― 181

(注) １　「国内業務部門」は、当行の円建取引並びに連結子会社の取引、「国際業務部門」は、当行の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門との間における、部門間取引の額であります。
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国内・国際業務部門特定取引の状況

当第３四半期連結会計期間の特定取引収益は、全て国内業務部門の商品有価証券収益であり、１億11百万円

となりました。

 
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益
前第３四半期連結会計期間 205 ― ― 205

当第３四半期連結会計期間 111 ― ― 111

　うち商品有価証券
　収益

前第３四半期連結会計期間 205 ― ― 205

当第３四半期連結会計期間 111 ― ― 111

　うち特定取引有価
証券収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うち特定金融派生
商品収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うちその他の特定
取引収益

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

特定取引費用
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うち商品有価証券
　費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うち特定取引有価
証券費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うち特定金融派生
商品費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　うちその他の特定
取引費用

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

(注) １　「国内業務部門」は、当行の円建取引、「国際業務部門」は、当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取

引は、国際業務部門に含めております。

２　内訳科目は、それぞれ収益と費用を相殺して計上しております。

３　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門との間における、部門間取引の額であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,746,883 4,001 ― 1,750,884

当第３四半期連結会計期間 1,785,565 4,148 ― 1,789,713

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 904,711 ― ― 904,711

当第３四半期連結会計期間 945,725 ― ― 945,725

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 834,556 ― ― 834,556

当第３四半期連結会計期間 834,277 ― ― 834,277

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 7,615 4,001 ― 11,617

当第３四半期連結会計期間 5,562 4,148 ― 9,710

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 41,444 ― ― 41,444

当第３四半期連結会計期間 54,356 ― ― 54,356

総合計
前第３四半期連結会計期間 1,788,327 4,001 ― 1,792,329

当第３四半期連結会計期間 1,839,921 4,148 ― 1,844,069

(注) １　「国内業務部門」は、当行の円建取引、「国際業務部門」は、当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取

引は、国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金＋定期積金

４　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門との間における、部門間取引の額であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

 

業種別
平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,234,371100.00

　製造業 122,035 9.89

　農業 1,678 0.14

　林業 167 0.01

　漁業 2,144 0.17

　鉱業 1,789 0.14

　建設業 79,141 6.41

　電気・ガス・熱供給・水道業 14,824 1.20

　情報通信業 5,868 0.48

　運輸業 35,139 2.85

　卸売・小売業 172,184 13.95

　金融・保険業 29,728 2.41

　不動産業 112,817 9.14

　各種サービス業 202,115 16.37

　地方公共団体 102,060 8.27

　その他 352,682 28.57

特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 1,234,371―

 

業種別
平成21年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,216,532100.00

　製造業 129,078 10.61

　農業、林業 1,657 0.14

　漁業 2,406 0.20

　鉱業、採石業、砂利採取業 1,559 0.13

　建設業 71,398 5.87

　電気・ガス・熱供給・水道業 12,788 1.05

　情報通信業 6,348 0.52

　運輸業、郵便業 37,284 3.06

　卸売業、小売業 163,505 13.44

　金融業、保険業 22,695 1.86

　不動産業、物品賃貸業 142,051 11.68

　各種サービス業 164,717 13.54

　地方公共団体 123,326 10.14

　その他 337,720 27.76

特別国際金融取引勘定分 ― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 1,216,532―

(注) １　「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

２　日本標準産業分類の改訂(平成19年11月)に伴い、第１四半期連結会計期間から業種の表示を一部変更しております。
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は提出会社

１社です。

 

信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表)

 

資産

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

有形固定資産 316 45.76 399 50.15

無形固定資産 316 45.75 316 39.68

現金預け金 58 8.49 81 10.17

合計 690 100.00 796 100.00

 

 
負債

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 4 0.59 5 0.72

包括信託 686 99.41 790 99.28

合計 690 100.00 796 100.00

(注) １　共同信託他社管理財産　当第３四半期連結会計期間末―百万円、前連結会計年度末―百万円

２　元本補てん契約のある信託については、当第３四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末の取扱残高はありませ

ん。

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間（10月～12月までの３ヵ月間）のキャッシュ・フローの状況につきましては、営

業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加による211億59百万円等の減少はありましたが、預金の増加

による257億83百万円、コールローン等の減少による111億23百万円等の増加の結果、合計で128億38百万円の増

加となりました。なお、前第３四半期連結会計期間比では63億95百万円減少しております。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入228億89百万円、有価証券の償還による収

入107億73百万円等はありましたが、有価証券の取得による支出339億93百万円等により、合計で２億59百万円の

減少となりました。なお、前第３四半期連結会計期間比では66百万円増加しております。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払506百万円等により、合計で508百万円の減少となり

ました。なお、前第３四半期連結会計期間比では12百万円増加しております。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末比120億

71百万円増加して639億23百万円となりました。

 

また、当第３四半期連結累計期間（４月～12月までの９ヵ月間）で見ますと、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは、コールローン等の増加による41億90百万円等の減少はありましたが、貸出金の減少による160億96百万

円や預金の増加による229億77百万円等の増加の結果、合計で595億84百万円の増加となりました。なお、前第３

四半期連結累計期間比では581億49百万円増加しております。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入871億２百万円、有価証券の償還による収

入396億51百万円等の増加はありましたが、有価証券の取得による支出1,739億29百万円等により、合計で475億

68百万円の減少となりました。なお、前第３四半期連結累計期間比では602億68百万円減少しております。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払10億16百万円等により、合計で10億43百万円の減少

となりました。なお、前第３四半期連結累計期間比では１億12百万円増加しております。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年度末比109億69百万円
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増加して639億23百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、「店舗統廃合」として支店１か所を無人店舗（ＡＴＭコーナー）に変更

しました。また、無人店舗（ＡＴＭコーナー）を１か所廃止しました。

 

２　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 499,142,000

計 499,142,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 173,359,090同左
東京証券取引所第一部
福岡証券取引所

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定の
ない当行における標準
となる株式で、単元株式
数は1,000株でありま
す。

計 173,359,090同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ― 173,359 ― 16,062,171 ― 11,374,584

(注)　当第３四半期会計期間における異動はありません。

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,502,000
―

権利内容に何ら限定のない当行にお
ける標準となる株式で、単元株式数
は、1,000株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

169,664,000
169,664 同上

単元未満株式
普通株式

1,193,090
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 173,359,090 ― ―

総株主の議決権 ― 169,664 ―

(注) 上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式825株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社佐賀銀行

佐賀市唐人二丁目７番20号 2,502,000 ― 2,502,0001.44

計 ― 2,502,000 ― 2,502,0001.44

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 341 305 338 335 335 322 314 313 298

最低(円) 281 284 280 310 310 267 266 261 269

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに

収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　　なお、前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)は改正前の四半期連結財務諸表規則

に基づき作成し、当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日　至平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累

計期間(自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)は改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しておりま

す。

 

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当

するため、第３四半期連結会計期間に係る損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等につい

ては、「２　その他」に記載しております。

 

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至

平成20年12月31日)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日　至平成21

年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21年12月31日)に係る四半期連結財務諸

表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

現金預け金 64,775 53,424

コールローン及び買入手形 52,486 60,402

買入金銭債権 15,844 3,710

特定取引資産 60,378 65,322

金銭の信託 499 497

有価証券 550,981 480,521

貸出金 ※1
 1,216,532

※1
 1,232,628

外国為替 1,113 1,944

その他資産 ※1
 12,475

※1
 20,819

有形固定資産 ※2
 27,709

※2
 28,774

無形固定資産 4,934 4,690

繰延税金資産 12,482 17,506

支払承諾見返 16,124 16,312

貸倒引当金 △27,245 △25,368

資産の部合計 2,009,093 1,961,187

負債の部

預金 1,789,713 1,766,735

譲渡性預金 54,356 39,435

借用金 21,594 21,728

外国為替 45 362

その他負債 14,945 10,643

賞与引当金 － 718

退職給付引当金 12,165 11,902

役員退職慰労引当金 612 693

睡眠預金払戻損失引当金 113 113

再評価に係る繰延税金負債 6,408 6,499

支払承諾 16,124 16,312

負債の部合計 1,916,080 1,875,147

純資産の部

資本金 16,062 16,062

資本剰余金 11,375 11,375

利益剰余金 44,484 42,089

自己株式 △1,061 △1,042

株主資本合計 70,860 68,484

その他有価証券評価差額金 11,445 6,853

繰延ヘッジ損益 △3 △4

土地再評価差額金 8,324 8,413

評価・換算差額等合計 19,766 15,261

少数株主持分 2,386 2,293

純資産の部合計 93,013 86,039

負債及び純資産の部合計 2,009,093 1,961,187
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

経常収益 34,433 32,549

資金運用収益 26,318 24,468

（うち貸出金利息） 20,332 19,064

（うち有価証券利息配当金） 5,491 5,245

信託報酬 2 1

役務取引等収益 5,232 4,974

特定取引収益 584 258

その他業務収益 730 1,178

その他経常収益 1,564 1,667

経常費用 31,766 26,669

資金調達費用 3,958 2,697

（うち預金利息） 3,359 2,193

役務取引等費用 2,119 1,973

その他業務費用 714 35

営業経費 18,103 17,639

その他経常費用 ※1
 6,870

※1
 4,324

経常利益 2,666 5,879

特別利益 3 80

固定資産処分益 0 76

償却債権取立益 2 3

特別損失 48 398

固定資産処分損 48 40

減損損失 － 357

税金等調整前四半期純利益 2,621 5,561

法人税、住民税及び事業税 216 240

法人税等調整額 1,170 1,889

法人税等合計 1,387 2,129

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10 98

四半期純利益 1,245 3,333
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,621 5,561

減価償却費 1,050 910

減損損失 － 357

持分法による投資損益（△は益） △8 △13

貸倒引当金の増減（△） 1,981 1,877

賞与引当金の増減額（△は減少） △717 △718

退職給付引当金の増減額（△は減少） 363 263

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 46 △81

資金運用収益 △26,318 △24,468

資金調達費用 3,958 2,697

有価証券関係損益（△） 2,383 △2,093

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 2 △2

為替差損益（△は益） 13 3

固定資産処分損益（△は益） 38 △54

特定取引資産の純増（△）減 △25,083 4,943

貸出金の純増（△）減 △33,312 16,096

預金の純増減（△） 11,672 22,977

譲渡性預金の純増減（△） 10,470 14,920

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

493 △134

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 10,386 △381

コールローン等の純増（△）減 22,232 △4,190

コールマネー等の純増減（△） △1,318 －

外国為替（資産）の純増（△）減 △444 830

外国為替（負債）の純増減（△） △42 △317

資金運用による収入 24,874 23,149

資金調達による支出 △3,292 △2,611

その他 △777 313

小計 1,271 59,837

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 163 △252

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,435 59,584

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △484,714 △173,929

有価証券の売却による収入 43,069 87,102

有価証券の償還による収入 455,779 39,651

有形固定資産の取得による支出 △457 △162

無形固定資産の取得による支出 △992 △389

有形固定資産の売却による収入 16 159

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,700 △47,568
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 1,500 －

劣後特約付借入金の返済による支出 △1,500 －

配当金の支払額 △1,106 △1,016

少数株主への配当金の支払額 △5 △5

自己株式の取得による支出 △42 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,155 △1,043

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,967 10,969

現金及び現金同等物の期首残高 47,220 52,953

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 60,188

※1
 63,923
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間連結会計期間末の予想損失率を適

用して計上しております。

３　税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間連結会計期

間末から大幅な変動がないと認められるため、当

該中間連結会計期間末の検討において使用した将

来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を利用する方法によっております。

５　連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去

連結会社相互間の債権債務につきましては、合

理的な範囲内で、当該債権の額と債務の額の差異

の調整を行わずに相殺消去しております。

連結会社相互間の取引につきましては、取引金

額の差異を合理的な方法により相殺消去しており

ます。

 【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　税金費用の処理 連結子会社の税金費用は、当第３四半期会計期

間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることに

より算定しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　貸出金及びその他資産のうち、リスク管理債権は以
下のとおりであります。
破綻先債権額 8,230百万円
延滞債権額 27,722百万円
３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 5,427百万円
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。
また、その他資産のうち、貸出金に準じるものとし

て、求償債権を上記の対象としており、その債権額は
1,560百万円であります。

※１　貸出金及びその他資産のうち、リスク管理債権は以
下のとおりであります。
破綻先債権額 6,649百万円
延滞債権額 30,707百万円
３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 5,263百万円
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。
また、その他資産のうち、貸出金に準じるものとし

て、求償債権を上記の対象としており、その債権額は
1,401百万円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額
23,655百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額
23,116百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸出金償却13百万円、貸倒引
当金繰入額3,254百万円及び株式等償却3,138百万円
を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸出金償却９百万円、貸倒引
当金繰入額2,651百万円及び株式等償却176百万円を
含んでおります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)
平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 61,181

預け金(日本銀行への預け金を除く) △993

現金及び現金同等物 60,188

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)
平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 64,775

預け金(日本銀行への預け金を除く) △852

現金及び現金同等物 63,923

　

 

(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

　普通株式 173,359

自己株式  

　普通株式 2,530
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２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３　配当に関する事項
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 512 3.0平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 512 3.0平成21年９月30日平成21年12月９日利益剰余金

 
基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日
後となるもの

 

該当事項はありません。

 

 

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】
前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(平
成21年４月１日　至平成21年12月31日)とも、連結会社は銀行業以外に一部で信用保証等の事業を営んでおり
ますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメントは記載してお
りません。

 

【所在地別セグメント情報】
　前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(平
成21年４月１日　至平成21年12月31日)とも、在外子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の
記載を省略しております。

 

【国際業務経常収益】
　前第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(平
成21年４月１日　至平成21年12月31日)とも、国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経
常収益の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

Ⅰ　当第３四半期連結会計期間末

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

 その他有価証券で時価のあるもの(平成21年12月31日現在)

 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)

株式 26,424 33,052 6,628

債券 484,619 497,495 12,876

　国債 149,498 155,047 5,549

　地方債 178,643 182,865 4,222

　短期社債 ― ― ―

　社債 156,477 159,582 3,104

その他 14,256 13,862 △393

合計 525,299 544,410 19,111

(注) １　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。

２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額とす

るとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

　　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は157百万円（全て株式）であります。

　　また、時価のある有価証券について、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおりであります。

 (1)　四半期連結会計期間末日の時価が取得原価の50％以上下落した銘柄

 (2)　四半期連結会計期間末日の時価が取得原価の30％以上50％未満下落し、かつ下記ア、イ、ウのいずれかに該当す

る銘柄

　ア　時価が過去２年間にわたり、常に簿価の70％以下である場合

　イ　株式の発行会社が債務超過の状態にある場合

　ウ　株式の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失を計上すると予想される場合

 
（追加情報）

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない
状態にあると判断し、当第３四半期連結会計期間においては、合理的に算定された価額をもって四半期連結貸借
対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、
「有価証券」は6,578百万円増加、「繰延税金資産」は2,650百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は
3,927百万円増加しております。
変動利付国債の合理的に算定された価額は、市場のスポット・レートにより将来発生するキャッシュ・フ
ローを算出し、現在価値に割り引く方法等により算定しております。また、計測モデルで使用する価格決定係数
については、恣意性を排除した客観的な指標を使用しております。
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Ⅱ　前連結会計年度末

 

その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日現在)

 

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

株式 27,420 35,204 7,783 11,896 4,112

債券 425,130 429,622 4,491 4,772 281

国債 157,987 160,592 2,604 2,604 ―

地方債 169,157 170,074 917 1,119 202

短期社債 ― ― ― ― ―

社債 97,985 98,955 969 1,049 79

その他 9,263 8,464 △799 12 811

合計 461,815 473,291 11,476 16,682 5,205

(注) １　連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得
原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするととも
に、評価差額を当連結会計年度の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。
　　当連結会計年度における減損処理額は3,321百万円（うち、株式2,815百万円、投資信託506百万円）であります。
　　また、時価のある有価証券について、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおりであります。

 (1)　期末日の時価が取得原価の50％以上下落した銘柄
 (2)　期末日の時価が取得原価の30％以上50％未満下落し、かつ下記ア、イ、ウのいずれかに該当する銘柄
　ア　時価が過去２年間にわたり、常に簿価の70％以下である場合
　イ　株式の発行会社が債務超過の状態にある場合
　ウ　株式の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失を計上すると予想される場合

 
（追加情報）

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりましたが、昨今の
市場環境を踏まえた検討の結果、市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当連結会計年度末において
は、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって連
結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は7,528百万円増加、「繰延税金資産」は3,033百万円減少、
「その他有価証券評価差額金」は4,494百万円増加しております。
変動利付国債の合理的に算定された価額は、市場のスポット・レートにより将来発生するキャッシュ・フ
ローを算出し、現在価値に割り引く方法等により算定しております。また、計測モデルで使用する価格決定係数
については、恣意性を排除した客観的な指標を使用しております。

 

 

(金銭の信託関係)

当第３四半期連結会計期間末

 

１　満期保有目的の金銭の信託(平成21年12月31日現在)

　　　該当ありません。

 ２　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成21年12月31日現在)

　　　該当ありません。

 

 

(デリバティブ取引関係)

Ⅰ　当第３四半期連結会計期間末

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

 

１　通貨関連取引(平成21年12月31日現在)

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)
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金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 23,416 164 164

為替予約 724 △5 △5

通貨オプション 19,787 0 160

その他 ― ― ―

 合計 ― 158 318

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号)等に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付された

もので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いてお

ります。

 

２　債券関連取引(平成21年12月31日現在)

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

債券先物 7,006 21 21

債券先物オプション ― ― ―

店頭
債券店頭オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

 合計 ― 21 21

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。
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Ⅱ　前連結会計年度末

 

１　通貨関連取引(平成21年３月31日現在)

 

 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち１年
超のもの(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商
品取引
所

通貨先物     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

通貨オプション     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ 34,662 28,016 200 200

為替予約     

売建 741 ― △6 △6

買建 480 ― 38 38

通貨オプション     

売建 12,888 12,888 △884 △80

買建 12,888 12,888 884 266

その他     

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

 合計 ― ― 231 417

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付さ

れたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いて

おります。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

 

２　債券関連取引(平成21年３月31日現在)

該当する取引はありません。

 

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

  
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 円 530.51 490.03

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額   

純資産の部の合計額 百万円 93,013 86,039

純資産の部の合計額から
控除する金額

百万円 2,386 2,293

(うち少数株主持分) 百万円 2,386 2,293

普通株式に係る四半期末
(期末)の純資産額

百万円 90,626 83,746

１株当たり純資産額の算
定に用いられた四半期末
(期末)の普通株式の数

千株 170,828 170,898

 

２　１株当たり四半期純利益金額等

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 7.28 19.51

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額   

　四半期純利益 百万円 1,245 3,333

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
純利益

百万円 1,245 3,333

　普通株式の期中平均株式
数

千株 170,990 170,868

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額

等については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書

(単位：百万円)

 
 前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

 
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

経常収益  10,822 10,581

　資金運用収益  8,744 8,172

　　(うち貸出金利息)  6,798 6,266

　　(うち有価証券利息配当金)  1,833 1,854

　信託報酬  0  ―

　役務取引等収益  1,667 1,640

　特定取引収益  205  111

　その他業務収益  93  565

　その他経常収益  110  91

経常費用  10,141 8,297

　資金調達費用  1,218 819

　　(うち預金利息)  1,035 666

　役務取引等費用  674  656

　その他業務費用  502  0

　営業経費  5,921 5,631

　その他経常費用 ※1 1,824※1 1,188

経常利益  681  2,283

特別利益  940  76

　固定資産処分益  ―  76

　償却債権取立益  0  0

　その他の特別利益 ※2 940  ―

特別損失  9  18

　固定資産処分損  9  18

税金等調整前四半期純利益  1,611 2,432

法人税、住民税及び事業税  17  56

法人税等調整額  1,255 1,038

法人税等合計  1,273 1,094

少数株主利益又は少数株主損失（△）  △18  76

四半期純利益  357  1,170

 

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
　　至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成21年12月31日）

※1　その他経常費用には、貸出金償却３百万
円、及び株式等償却1,702百万円を含んでお
ります。

 

※1　その他経常費用には、貸出金償却３百万
円、貸倒引当金繰入額992百万円及び株式等
償却11百万円を含んでおります。

※2　その他の特別利益は、貸倒引当金取崩額
940百万円であります。

―――――
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②　セグメント情報

(事業の種類別セグメント情報)

前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日　至平成21年12月31日)とも、連結会社は銀行業以外に一部で信用保証等の事業を営んでおり

ますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメントは記載してお

りません。

 

(所在地別セグメント情報)

　前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日　至平成21年12月31日)とも、在外子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

(国際業務経常収益)

　前第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日　至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日　至平成21年12月31日)とも、国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経

常収益の記載を省略しております。

 

③　１株当たり四半期純損益金額等

 

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 2.08 6.85

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額   

　四半期純利益 百万円 357 1,170

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
純利益

百万円 357 1,170

　普通株式の期中平均株
式数

千株 170,939 170,831

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

(2) 中間配当

平成21年11月13日開催の取締役会において、第81期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 512 百万円

１株当たりの中間配当金 3 円 00 銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成21年２月10日

株式会社佐賀銀行

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　東　　　　　能利生 　　㊞

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　古　　屋　　泰　　生　　㊞

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　工　　藤　　雅　　春　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社佐

賀銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社佐賀銀行及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 (注)１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成22年２月９日

株式会社佐賀銀行

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　東　　　　　能利生 　　㊞

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　工　　藤　　雅　　春　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社佐

賀銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社佐賀銀行及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 (注)１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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